



















































　ミャンマーの地方行政は 7 つの州（State）と 7 つの管区（Division）に分けられる（ミャン


















5	 2008 年 5 月 29 日採択のミャンマー憲法の和訳は以下の文献などを参照されたい。遠藤聡「ミャンマー新憲法─国軍の政
治的関与（１）」『外国の立法』（241 号）国立国会図書館及び立法考査局、2009 年、188 ～ 197 頁および「同（２）」『外国
の立法』（243 号）2009 年、51 ～ 98 頁。「補足資料	ミャンマー連邦共和国憲法（日本語訳）」工藤年博（編）『ミャンマー
軍事政権の行方』日本貿易振興機構アジア経済研究所、2010 年、補 -1 ～補 -112 頁。
6	 自治体国際化協会『ASEAN 諸国の地方行政』自治体国際化協会、2004 年、244 頁。































佤邦地区的鴉片種植及禁毒現状」（『東南亜南亜信息』（1996 年 12 期））1 頁に依拠してビルマ共
8	 遠藤聡「ミャンマー新憲法─国軍の政治的関与（１）」・前掲註 5）174 頁。
9	 　城稲香『穿越佤邦』北京語文出版社、2009 年、4 頁。
10	 2009 年に出版された出版物などでも「シャン州第二特区」という言葉を使っている。　城稲香・前掲註 9）4 頁。
11	遠藤聡「ミャンマー新憲法─国軍の政治的関与（１）」・前掲註 5）179 頁。
12	伊野憲治「新憲法の概要と特徴」工藤年博（編）『前掲註書 5）』2-7 頁。






産党の分裂を 1989 年 3 月 14 日としているが、工藤年博「ミャンマーの新展開─2010 年選挙
を控えて」（工藤年博（編）『前掲註書 5）』）序 -10 頁ではこれを 1989 年 4 月 17 日としている。
また工藤年博「ミャンマーの新展開─2010 年選挙を控えて」序 -9 頁に依拠しワ州連合軍を
ビルマ共産党解体により分離した四つの勢力の一つとしたが、楊紅屏＝張晴［ほか］「緬甸撣
邦第二特区（佤邦）毒情研究」（『雲南警察学院学報』（2010 年	第 3 期））22 頁ではワ州連合党
とワ州連合軍は元の名を「ミャンマー民族民主連合党」といい、1989 年 4 月にミャンマー共









世紀になり、1824 年～ 1826 年、1852 年、1885 年～ 1886 年の三度の英緬戦争によりコンバウ
ン朝は解体し、ミャンマーは英領インドの一地方として取り扱われるようになった。













存在を抹殺された地域と言える。陳英＝王双棟・前掲註 3）5 頁。なお、高野秀行・前掲註 1）15 ～ 16 頁、	　城稲香・前
掲註 9）1 頁も同主旨である。
15	自治体国際化協会・前掲註 6）235 頁。さらにこの 135 の民族はそれぞれが固有の言語、方言を有している。
16	工藤年博「ミャンマーの新展開─ 2010 年選挙を控えて」工藤年博（編）『前掲註書 5）』序 -9 頁。なおミャンマー政府と少
数民族の武装闘争の始まりは 1988 年の軍事政権の誕生以降であるとの指摘もある。自治体国際化協会・前掲註 6）249 頁。
17	安田信之『東南アジア法』日本評論社、2000 年、307 頁。
18	遠藤聡「ミャンマー新憲法─国軍の政治的関与（１）」・前掲註 5）172 頁。安田信之・前掲註 17）308 頁。
19	なおビルマ共産党の最盛期は 1966 年であり、このとき九つの革命根拠地を持ち、100 万人近い人口と 3 万人の軍隊を持っ
ていたという。徐焔「緬甸共産党興亡始末」『共産党員』（2011 年	1 期）58 頁。また別の説明によればビルマ共産党の最盛
期は 1970 年代半ばであり、この時期には 10 万平方メートルの革命根拠地と、150 万～ 200 万人の人口、1 万 5 千人～ 2






した。ミャンマー国軍は 1988 年 9 月に「国家法秩序回復評議会（SLORC）（1997 年 11 月に
国家平和発展評議会（SPDC）に改編）」を設置し国権の全権を掌握した 20。さらに 1989 年 6














連合党とワ州人民政府も成立させた。こうして 1989 年 4 月 17 日に「ワ州」が成立した 23。
　反政府武装勢力の中立化を必須のものと考えていたミャンマー国軍は、この好機に新たな四
つの反政府武装勢力と停戦合意を結んだ。さらにビルマ共産党から分離独立した勢力以外の反








20	自治体国際化協会・前掲註 6）235 頁。工藤年博・前掲註 16）序 -9 頁。安田信之・前掲註 17）309 頁。国家法秩序回復
評議会（SLORC）が国権の最高機関という位置づけとなった。
21	工藤年博・前掲註 16）序 -9 頁。以下、本節の内容は基本的に別の註がない限り、同書序 -9 ～序 -10 頁に依拠している。
22	陳立＝趙国栓「緬甸佤邦地区的鴉片種植及禁毒現状」『東南亜南亜信息』（1996 年 12 期）1 頁。
23	趙富栄＝普忠良「緬甸自治区佤邦的歴史及禁毒情況」『世界民族』（2006 年	4 期）71 頁。　城稲香・前掲註 9）93 頁。陳立
＝趙国栓・前掲註 22）1 頁。







































30	工藤年博・前掲註 16）序 -11 頁。
31	高野秀行・前掲註 1）17 ～ 18 頁。
32	工藤年博・前掲註 16）序 -12 頁。以下、本節の内容は基本的に別の註がない限り、同頁に依拠している。なお 2008 年の
新憲法より前にはミャンマーには憲法が存在せず「違憲」という概念はなかった。そのためワ州などの停戦合意勢力の実
行支配は 2008 年より前は「違憲」ではなかった。国家法律秩序回復評議会は 1974 年に制定された社会主義憲法を停止
し、新たな憲法を模索していたが 2008 年まで憲法が制定されなかったからである。遠藤聡「ミャンマー新憲法─国軍の
政治的関与（１）」・前掲註 5）171 頁。自治体国際化協会・前掲註 6）235 頁。
33	拙著・前掲註 2）249 頁。楊紅屏＝張晴［ほか］「緬甸撣邦第二特区（佤邦）毒情研究」（『雲南警察学院学報』（2010 年	第 3



















年 5 月 20 日にワ州は「基本法」を頒布した（第 6 段落）。しかし、時代が変化し社会発展の需
要に適さなくなったという理由で 2003 年 12 月 24 日に改正された（第 12 段落）35。本稿が研究
対象とするのは、この 2003 年に改正された現行法である。また 1993 年に頒布された旧基本法



















































































籍を持つ者」を意味しており（中国憲法（1982 年 12 月 4 日公布施行。以下同じ）第 33 条第
1 項）、「人民」は「社会主義建設の事業に賛成し、これを支持し、これに参加するすべての階
級、階層、社会集団」で、「社会主義革命に反抗し、社会主義建設を敵視し、これを破壊する
39	 2008 年のミャンマー憲法の前文の出だしも「ミャンマー長い歴史を有する国家である」である。しかし 2003 年にワ州基
本法は改正されており、ミャンマー憲法とも表現が類似していても改正時期から母法は中国憲法であると言える。
40	厳密に言うと中国の 1982 年憲法の影響を強く受けていると言える。中国共産党政権の中国には現在（2014 年）までに 5
つの憲法性文書があった。中国人民政治協商会議共同綱領（1949 年採択）、1954 年憲法、1975 年憲法、1978 年憲法、
1982 年憲法である。このうち「中国は世界で悠久の歴史を持つ国の一つである」という出だしを持つ憲法は 1982 年採択
の現行憲法のみである。ワ州人民政府は、彼らの統治が実質的に開始された 1989 年頃の最新の中国憲法を参照したと考
えて間違いないだろう。なお、当該総則が改正された 2003 年 12 月にミャンマーで形式的に存在していたミャンマー社会
主義憲法（註 32 で述べたように、1988 年から効力停止している）の出だしは「われわれビルマ連邦社会主義共和国にあ
る人民は、歴史を通じて常に苦楽を共にし、調和と共同のうちに生きてきた」であり、総則の文言とは大きく異なってい













た（中華ソビエト共和国憲法大綱（1931 年 11 月 7 日採択）第 10 条、第 12 条、第 13 条、改正
中華ソビエト共和国憲法大綱（1934 年 1 月採択）第 10 条、第 12 条、第 13 条など 43）。ここで
は「民衆（大衆）」の性質について、国籍に関する言及はない。一方「ソビエト公民」という表
現では中華ソビエト共和国の住民という意味が強調されている（ちなみに総則にも「ワ州人民」
という表現があるが、全てではない）。ワ州の地位は、中華民国期の辺区に近いと 3. 2 で述べ
た。中国の日中戦争期の辺区法では基本的に「民衆（大衆）」、「ソビエト公民」という言葉は使
われなくなり、代わって「人民」や「抗日人民」という言葉が使われるようになった（陝甘寧
辺区抗戦期施政要領（1939 年 1 月採択）第 8 条、第 13 条、陝甘寧辺区施政要領（1941 年 5 月
1 日採択）第 2 条、晋察冀辺区施政要領（1943 年 1 月 20 日採択）第 6 条、第 7 条、晋冀魯予辺














会、1974 年、52 ～ 53 頁、58 ～ 59 頁。竹花光範『中国憲法論序説』成文堂、1991 年、171 ～ 172 頁などを参照。
44	福島正夫＝宮坂宏（編訳）・前掲註 43）72 頁、76 頁、81 頁、92 ～ 93 頁などを参照。
45	中華民国政府が大陸統治をしていた時代などは「人民」を自国の国籍保有者と定義づけられていた。石塚迅・前掲註 41）
19 頁。なお、現在の台湾政府は「人民」を国籍すら問わず「人々」と定義づけることもある。管欧、林騰鷂（修訂）『中










6 段落）。これは、1997 年 9 月の中国共産党第 15 回全国代表大会で報告され 48、1999 年 3 月





























るが、中国では主権者は「人民」なので（中国憲法第 2 条第 1 項）、権利の主体は公民ではなく人民であると解釈してい
るからである。「これは、権利、自由、の享有主体を実質的に『人民』に限定することを意味した」とも説明される。土
屋英雄・前掲註 41）138 頁。この点義務の対象が「人民」となっている総則には疑義がある。

























はなくなった」という 2005 年時点での現地事情に言及した表現がある。しかし 4. 1 で述べた
ように、ワ州基本法は 2003 年 12 月 24 日に改正されたはずの法律であり、しかも筆者らが参
照した出版物『佤邦基本法（試行）』の出版年は、奥付けの記述を信用する限りでは 2004 年で












































などの四つの遊撃隊が現れた。1969 年 8 月四つの遊撃隊は力を合わせワ州地区人民の軍隊
を形成した。
④	 1969 年 9 月四つの遊撃隊はミャンマー共産党の指導を受け入れた。ミャンマー共産党は
二十数年戦争の勝利を正統性とする統一政権の路線を実行しており、この政治路線は国外国
内で形成される発展観とは適合せず、同時にワ州地区の発展にも不利であった。そのため趙







































































（ 1 ）高野秀行『アヘン王国潜入記』集英社、2007 年（集英社文庫）。
（ 2 ）安田峰俊『独裁者の教養』講談社、2011 年、（星海社新書）。
（ 3 ）陳英＝王双棟『“金三角”之星』緬甸佤邦民族教育出版社、2003 年。
（ 4 ）王敬騮＝肖玉芬「佤邦和平建設 20 年慶典巡礼」『今日民族』（2009 年	5 期）。
（ 5 ）廣渡清吾『法システムⅡ	比較法社会論─日本とドイツを中心に』放送大学教育振興会、2007 年。
（ 6 ）遠藤聡「ミャンマー新憲法─ 国軍の政治的関与（1）」および「（2）」『外国の立法』（241 号、243 号）
国立国会図書館及び立法考査局、2009 年。
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（23）管欧、林騰鷂（修訂）『中華民国憲法論』（修訂 10 版）三民書局、2007 年。
（24）韓大元『憲法学基礎理論』中国政法大学出版社、2008 年。
（25）木間正道＝鈴木賢［ほか］『現代中国法入門』（第 5 版）有斐閣、2009 年。
※参考文献のうち（4）、（9）～（11）、（13）～（15）、（24）は中国で出版されたもの、（23）は台湾で出版
されたもの、（3）、（17）はワ州で出版されたものである。
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